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東日本大震災では津波により壊滅的な被害が
東日本大震災では巨大津波により沿岸の街が全て流され、死者・行方不明者合わせて２万人以上と

なっているなど壊滅的な被害が発生しました。東南海・南海地震が発生すると東日本大震災と同じ程
度の被害が発生すると予測されていることからも、災害に対する備えが必要となっています。

北上川河口部 旧北上川河口部

東北地方整備局のホームページより



被災地へ全国から支援体制が必要
東日本大震災の復旧作業としては、国土交通省は８月１日時点で職員を延べ24,656人・災害対策機材を延

べ19,172台を派遣し、災害復旧作業の支援、被災状況の調査を行っています。また、国道のガレキは４日間
で撤去し、河川については約４ヶ月で応急復旧を完了させ、海岸については、権限代行として宮城県管理区
間の復旧も担当しています。

豪雨、地震などによる災害は毎年のように全国で発生しています。国が各自治体と協力して支援する体制
を構築することが大切です。

津波で冠水した場所の排水作業 自衛隊の仮橋設置作業の照明支援

排水ポンプ車 照明車

１台で５０㍍離
れた場所でも新
聞を読むことが
出来る明るさを
確保することが
できます。

１台で１分間
にドラム缶で
３００本分の
水を排水する
事ができます。

東北地方整備局および近畿地方整備局のホームページより



内閣府及び国土交通省近畿地方整備局のホームページより

国民生活の基礎を支える直轄国道

道路や河川など公共施設の管理は、国と地方
自治体が分担して維持管理を行っており、二重
で管理をしている施設はありません。

国が管理している区間については、道路では
延長比でわずか５．２％ですが、大型貨物車は
走行比では６７％を占めており、道路の通行止
めをすることが出来ない重要な区間のみを管理
しています。

全国同一の基準で維持管理をしていますので
全国の物流を確保することができますが、異な
る基準で維持管理をすると全国の物流を確保す
ることができません。



内閣府及び国土交通省近畿地方整備局のホームページより

国民の命と暮らしを守る直轄河川事業

河川についても国が直轄管理をしている区
間は延長比でわずか７％ですが、想定氾濫区
域内人口の４１％を占めており、甚大な被害
の発生が予測される区間のみを管理していま
す。

明治２９年に成立した旧河川法では河川の
管理は地方自治体が行うことになっていまし
た。しかし、「財政力で堤防の高さ異なる」
「水利権問題の対立」などの理由により昭和
３９年に改正された河川法では都道府県をま
たがる河川は国が管理することになりました。

直轄管理区間は上流と下流、右岸と左岸の
自治体などと利水や治水に関する調整を行い
ながら管理を行っています。



地球温暖化により多発する集中豪雨

平成18年8月23日
朝日新聞朝刊

時間雨量50､100mm以上の降水の発生回数

地球温暖化などの原因により異常気象の発生回数が
増え、直近１０年間における時間雨量１００mm以上と
なった回数は２０年前と比較して２倍以上となってい
ます。

もし、近畿地方に時間雨量１００mm以上の降雨があ
れば甚大な被害が発生します。

国民の生命と財産を守るために気象予測、防災事業
の充実が求められています。



台風１２号により紀伊半島を中心に被害が
台風１２号により紀伊半島を中心に史上最大の連続雨量を記録し、深層崩壊による地滑りなど大きな

被害が発生しました。国土交通省は兵庫県だけ２万箇所以上土石流などの危険箇所があると公表してい
るなど、豪雨が発生すれば全国各地で土石流発生の危険があり、その対策が必要となっています。

神戸新聞 ９月５日付けより 国土交通省のデータを基に作成

土石流などの危険箇所
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切迫する南海トラフ大地震、連動する直下地震
政府は今後３０年以内に東南海地震（Ｍ８．１前後）が６０％～７０％程度、南海地震（Ｍ８．４前後）

が５０％程度の確率で発生すると予測しています。また、近畿地方には多くの活断層が集中し、直下型地震の
危険があり、今後３０年以内に震度６弱の地震が発生する確率は大阪市６０．３％、神戸市７．８％、奈良市
６７．７％、和歌山市４８．２％等となっています。

切迫する大規模地震

文部科学省ホームページより

政府は宮城県沖で大地震が
９９％の確率で発生すると予測
していました。



近畿地方整備局管内では管理延長１８４１㎞の約１割に相当する１７３㎞（３４箇所）が大雨の時に崖崩
れなどの危険を回避するための通行規制区間に指定しています。また、橋の一般的な寿命は５０年と言われ
ていますが、多くの橋などの構造物の老朽化が進んでおり、計画的な補修・補強により耐用年数を延ばし
て、維持管理費を削減することが求められています。

通行規制区間の状況

近畿地方整備局のホームページより

耐用年数を
超えた橋

近畿地方整備局管内の橋

欧州市場と日本市場の比較（２００７年）
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新設投資額

維持・修繕額

解消しない通行規制区間、老朽化する構造物

兵庫県宍粟市引原

兵庫県宍粟市日見谷



兵庫国道事務所ホームページより

阪神高速道路 神戸線

国道４３号 岩屋高架橋

ポートライナー

国道２号 浜手バイパス

阪神・淡路大震災では大きな被害が発生
阪神・淡路大震災では、家屋の倒壊や火災により多くの死傷者がでました。また、道路などの公共施

設についても高架橋が倒壊するなど大きな被害がありました。

阪神・淡路大震災後に高架橋などは補強されましたが、その後、老朽化が進んでおり適切な修繕・補
強が必要となっています。



異常気象などにより毎年のように豪雨による災害が発生しています。国土交通省が管理している河川で
も河川改修が進んでおらず、計画洪水より小さい洪水でも氾濫しています。

また、維持管理費の削減により、適正な管理も困難な状況となっています。

水門の修理の事例

揖保川（兵庫県宍粟市）

姫路河川国道事務所のホームページより

ローラーがさびて洪水時
に水門を確実に閉めるこ
とが出来ません。

写真は近畿地方整備局のホームページより

堤防除草は管理の基本

堤防除草を定期的にしないとミミズ
が生息するようになります。それをエ
サとするモグラなどにより堤防に穴が
あき、堤防の強度が低下します。

また、堤防の除草をしないと堤防の
点検が出来ず、堤防に亀裂が入ってい
ても見つけることができません。

維持管理費の削減により、除草回数
が減らされており、適正な管理が困難
となっています。

この段階で水門を取り外して修理すれば
引き続き使用することが出来ますが、これ
以上腐食すると設備全体を更新しなければ
なりません。

維持管理費の削減で、計画的な修理が困
難となっています。

適正な維持管理をしないと洪水から住民
の生命と財産を守ることが出来ないだけで
なく、将来的にコストアップとなります。

捕獲したヌートリア

巣
穴

遅れている河川改修・削減される維持費

佐用川（兵庫県佐用町）

台風による被害（２００９年８月）

兵
庫
県
管
理

国
土
交
通
省
管
理

流木が橋桁に引っかか
り被害を拡大していま
す。

洪水が堤防を越えた
ために、堤防が破壊
され、甚大な被害が
発生しています。

揖保川の流下能力

被災した揖保川は河
川改修が遅れており、
流下能力が計画洪水
流量より相当低い状
態でした。



六甲山系には土石流危険渓流が約６５０ヶ
所存在し、その危険箇所に多く国民が暮らし
ています。

国は昭和１３年から直轄砂防事業に着手
し、現在５１６基の直轄砂防堰堤を整備して
きましたが、そのうち１３５基がコンクリー
ト耐用年数（５０年）を越えています。

コンクリートのひび割れなどを早急に補修
をしないと、国民の生命を守ることが困難な
状況となっています。

老朽化する砂防堰堤

砂防堰堤に
ひび割れが
多数発生

砂防堰堤に
大きな亀裂
が発生

六甲山での過去の被害状況

阪神大水害（昭和１３年）の被害状況 豪雨（ 昭和42年）被害状況

神戸市中央区（三越前） 神戸市中央区（ＪＲ高架北側）

六甲砂防事務所のホームページより

砂防堰堤の老朽化により生命が危ない



地方自治体が管理している施設も、多くの施設で更新時期迎えています。適切な点検と補修を行って寿
命を延ばし、更新費用を削減する必要があります。

しかし、地方自治体で技術者と予算不足により橋梁の点検が全くされていないところあり、適切な修繕
と補強により公共施設の寿命を延ばし、コストを削減することが求められています。

地方自治体も維持管理・更新に予算が必要

地方交付税の復元充実等に関する提言
（平成20 年11 月19 日）

地方自治体では、技術者と予算不足により橋梁の点検も出来て
いないという実態をマスコミが報道



気象・防災情報の提供は国の直接的な責任で

２００５年国連防災世界会議
「兵庫宣言」

我々は、すべての国々が領域内の国民
と財産を災害から守る第一義的な責任を
持っており、したがって、国の政策におい
て、利用できる能力や資源に応じた形で、
災害リスク削減に高い優先順位をおくこ
とが、きわめて重要であると信じる。

全国的・基盤的な観測網を活かして、
適切な情報を提供するには、気象や地
震・火山など自然のわずかな変化も見逃
さないよう、絶えず観測・監視を続けてい
く必要があります。
全国的に均質で精度の高い基盤的な

観測網と、各地方に展開される高密度の
観測網と組み合わせることで、高精度で
かつ高密度の観測体制を有効に構築す
ることができます。そのためには、全国
的・基盤的な観測網の構築について、国
がその役割を果たさなければならないと
考えます。

職員による雨量計等復旧作業の様子
（気象庁HP「平成23年台風12号」災害時気象速報より）



道州制のイメージ（自民党HPより）

道州制など統治機構「見直し」の問題点
・国は外交と防衛を担い、国民・住民の生活に
直結する行政サービスは基礎自治体。広域事務
は中間機関（道州）に任せるとしている。

・基礎自治体には一見すると団体自治の拡充、
国からの自由度の拡大に見えるが、実際には事
務権限の「受け皿」論しかない。一定の規模の
行財政の能力を満たさない自治体は「基礎自治
体」とは認められない。

・税の再配分機能を持たずに道州制を移行する
と、道州間の地域格差は永遠に埋まらない。憲
法に定める「ナショナル・ミニマム」が「道州
ミニマム」になる。

・大陸型の国家の仕組みが日本に合うのか。世
界的にも大変厳しい災害環境を考慮した国家的
な対策を行わないと国民の安全・安心は守れな
い。

世界の地殻を構成している１０数のプレートの４枚が衝突し
てできた急峻な山脈と急な河川縦断勾配。年間平均降水量は
東南アジア諸国に次ぐ多さ。資産の75％と人口の半分が洪水
時の河川水位より低い地域に集中、世界中で発生するＭ６以
上の地震の約２割が日本で発生。そして南海トラフ大地震が
迫る。

・国の出先機関は国民の安全・安心を守る最前
線の業務を担っている。



日本の人口あたりの公務員数は他の先進国と比較して非
常に少なく、アメリカ、イギリス、フランスの半分以下です。
人件費はＯＥＣＤ加盟国の中で最低となっています。
また、国の機関で勤務する非常勤職員は約１６万人、市

場化テストの導入により窓口業務を委託労働者が担当する
事例が多くなっているなど、日本の公務職場は非正規労働
者によって支えられています。
地方財政の問題は、公務員の人件費が問題ではなく、国

からの補助金が一方的に削減されたことによるものです。

他の先進国と比較して少ない日本の公務員



公務職場からワーキングプアの一掃を

近畿地方整備局では、多くの非常勤職員や業務委託労働者が勤務しています。業務委託労働者の多
くがパートや嘱託などの非正規労働者となっています。請負業者は低い落札率で業務を契約し、新聞
広告などで法定の最低賃金よりわずかに高い賃金で労働者を募集し、受注先で勤務をさせています。

法定の最低賃金ぎりぎりの賃金では生活保護の対象となる可能性があります。また、次年度の業務
が受注できないと解雇となりますので、社会保障が必要となる場合があります。

低価格入札により国の予算は削減できますが、労働者の社会保障で地方自治体の財政負担が増えま
す。また、このような働き方では、国民の購買力も回復せず、不況を回復させることも出来ません。

委託労働者の年収

○ 日当

８００円×８時間＝６，４００円

○ 月収

６，４００円×２０日＝１２８，０００円

○ 年収

１２８，０００円×１２月＝１，５３６，０００円

建設関連労働者の異常な勤務実態
（建設コンサルタント、地質調査、測量）

月平均残業時間 ５５．９時間

年間労働時間 ２２０５時間

建設関連労組 ２００９年１１月調査

 地方整備局で積算補助や工事監督補助で働く労働者
の異常な超過勤務が問題となっています。

 この背景には、国土交通省職員の異常な超過勤務実
態があります。

この収入では、生活す
ることが出来ません。

入札結果の事例

兵庫国道事務所のホームページより


